松原市ＳＤＧｓパートナー制度実施要綱　
（目的）
第１条　この要綱は、ＳＤＧｓの推進に向けた活動に取り組む企業、団体等（以下「企業等」という。）を松原市ＳＤＧｓパートナー（以下「パートナー」という。）として登録し、その取組を広く周知することで、ＳＤＧｓを普及啓発し、ＳＤＧｓの達成に向けた取組を促進するに当たり、パートナーの登録等に関し必要な事項を定めることを目的とする。
　（パートナーの登録要件）
第２条　パートナーとして登録できるものは、次の各号のいずれにも該当する企業等であって、ＳＤＧｓの達成に向けた取組を行っている又は行おうとするものとする。
（１）　市内に事業所等を置く企業、団体、教育機関、特定非営利活動法人又は市内に事業所等はないが市と連携協定を締結している企業等
（２）　法令等を遵守しており、かつ、過去に重大な法令等の違反がないもの
（３）　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団若しくは松原市暴力団排除条例（平成２４年条例第３６号）第２条第４号に規定する暴力団密接関係者又は反社会的団体若しくは反社会的団体と密接な関係を有するものでないもの
（４）　その他市長が不適当と認めるものでないもの

（取組内容）
第３条　市及びパートナーは、次に掲げる取組を行う。
（１）　ＳＤＧｓの普及啓発
（２）　ＳＤＧｓの達成に向けた取組
（３）　ＳＤＧｓに関する市の取組への協力
２　市は、パートナーが行う前項の取組について、市ホームページ等で広くＰＲを行う。　　
３　パートナーは、第６条の松原市ＳＤＧｓパートナーステッカーを使用してＳＤＧｓの普及啓発等を行うことができる。
　（禁止事項）

第４条　パートナーは、パートナーであることをもって、次に掲げる行為を行ってはならない。
（１）　松原市ＳＤＧｓパートナー制度のイメージを損なう又はＳＤＧｓの正しい理解の妨げとなる行為
（２）　政治活動、思想、宗教等の啓発を目的とした行為
（３）　公序良俗に反する行為その他法令に反する行為
（４）　その他市長が不適当と認める行為
（登録の申請）

第５条　パートナーの登録を申請しようとする企業等は、次に掲げる書類を市長に提出するものとする。
（１）　松原市ＳＤＧｓパートナー登録申請書（様式第１号）
（２）　松原市ＳＤＧｓパートナー取組概要（様式第２号）
（３）　その他市長が必要と認める書類
　（登録）
第６条　市長は、前条の申請を受けたときは、その内容を審査の上、適当と認める場合は、パートナーとして登録し、松原市ＳＤＧｓパートナー登録通知書（様式第３号）及び松原市ＳＤＧｓパートナーステッカーを送付するものとする。
２　パートナーであったものは、パートナーでなくなったときは、前項の松原市Ｓ
　ＤＧｓパートナーステッカーを、速やかに破棄しなければならない。

（登録の有効期間）
第７条　パートナー登録の有効期間は、前条の登録の日から起算して１年を経過した日の属する年度の末日までとする。
２　前項の規定にかかわらず、市長は、前項の有効期間満了日の１ヵ月前までに、松原市ＳＤＧｓパートナー活動状況報告書（様式第４号）により、パートナーから活動状況の報告があった場合は、有効期間を１年延長するものとし、以後もまた同様とする。この場合において、市長は、必要に応じて、同様式による活動状況報告の参考となる資料の提出を求めることができる。
（登録の変更・廃止）
第８条　パートナーは、登録内容に変更が生じた場合又は登録を廃止する場合は、松原市ＳＤＧｓパートナー登録事項（変更・廃止）届出書（様式第５号）により、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。
（登録の取消し）
第９条　市長は、パートナーが次の各号のいずれかに該当するときは、第６条の登録を取り消すことができる。
（１）　虚偽又は不正の手段により登録したことが判明したとき。
（２）　法令等に違反する重大な事案が発生したとき。
（３）　ＳＤＧｓ達成に資する活動について実態がないことが判明したとき。
（４）　人権侵害、差別又は名誉棄損を行ったことが認められたとき。
（５）　第４条各号のいずれかに該当する行為を行ったことが認められたとき。
（６）　前各号に掲げるもののほか、パートナーとして適当でないと認めたとき。
（実施の細目）
第１０条　この要綱の実施に関し、必要な事項は、市長が定める。
附　則
　この要綱は、令和４年７月１日から実施する。
